
           ～大規模物流施設需要動向の考察～

１.　大規模物流施設の動向とEコマース市場の現状

Eコマース市場の拡大と物流業への影響

図表1-3 国内小売市場規模図表1-2 大規模物流施設

入居企業の属性

図表1-1 大規模物流施設竣工状況

・近年、首都圏等の都市部周辺の交通利便性の高いエリアを中心に、延べ床面積が10,000㎡以上ある大規模

な物流施設（以下、「大規模物流施設」という。）への需要が高まっており、足元で建設が活発化してい

る（図表1-1）。

・このような大規模物流施設は、従来の保管機能を中心とした倉庫とは異なり、高度な仕分け・荷捌き等の

機能を有しており、顧客への迅速な配送が求められる通信販売系の企業、特に近年成長が著しいEコマース

（※）関連企業等が積極的に活用している。実際に、賃貸型の大規模物流施設においては、約40％を通

販・Eコマース企業が利用している状況である（図表1-2）。

・国内小売市場規模が横ばいで推移する中、Eコマース市場はインターネット普及率の上昇やスマートフォ

ン・タブレット端末の普及等を背景として、成長を続けており、今後も年率5～11％程度で拡大することが

見込まれている（図表1-3～1-6）。

・小売業のEコマース市場規模は2011年時点で4.5兆円であり、近年減少が続いている百貨店の市場規模の約

７割の水準まで拡大している。百貨店市場規模の縮小が続いた場合、近年中にEコマースの小売市場が百貨

店の市場規模を超えることが見込まれる。

・次頁以降では、このようなEコマース市場拡大の背景と、Eコマース市場の拡大が物流業に及ぼす影響につ

いて、英米の状況を踏まえながら、みていくこととしたい。

※ 本稿でEコマース(EC)とは、「インターネット技術を用いたコンピューターネットワークシステム」を介

して、一般消費者向けに行われる商品・サービスの販売等の商取引を指す。
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２.　わが国におけるEコマース市場拡大の背景（１）

図表2-3 機器別Eコマース割合図表2-2 国内スマートフォン・タブ

レット端末の販売台数の推移
図表2-1 インターネット普及率

（年齢別）

・Eコマース市場拡大の背景には、インターネット普及率の上昇やスマートフォン・タブレット端末の普及と

いった「通信インフラの改善」に加え、世帯構成の変化などの「社会的な要因」、Eコマース事業者の提供

サービスの拡大に伴う「消費者の利便性の向上」等、様々な要因が存在している。

・まず、通信インフラの状況であるが、インターネット普及率は上昇が続いており、年齢別では、特に50代

以上の世代で大きく伸びている状況である（図表2-1）。また、通信機器の普及状況をみると、近年、ス

マートフォン・タブレット端末の販売が急拡大してきており、両端末経由で過去1年間にインターネット商

取引が行われた割合は、パソコン経由のものよりも高くなっている。両端末は、今後も普及拡大が見込ま

れており、Eコマース市場の拡大に寄与するものと考えられる（図表2-2、2-3）。

・世帯構成の変化も、Eコマース市場の拡大を後押ししている。わが国の世帯構成の推移を見ると、全世帯に

占める単独世帯や共働き世帯、片親と子どもの世帯の割合が上昇している。これらの世帯は、日常的に買

い物に費やせる時間が限定的となるため、Eコマースに対する潜在的な需要が高い世帯と考えられる。実

際、単身世帯のEコマース利用率と平均購入額は共に高くなっており、単身世帯の増加はEコマース市場の

拡大を後押しするものと考えられる（図表2-4、2-5）。

・また、Eコマースへの需要が強いと思われる高齢者のみの世帯（夫婦・単身）の割合も増加している。高齢

者世帯は、Eコマースの利用率は他の年代に比べて低いが、平均購入額は高くなっており、高齢者世帯の利

用率拡大がEコマース市場の更なる拡大につながる可能性がある（図表2-4、2-6）。
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（備考）1. 総務省「通信利用動向調査」

2. 過去1年間に各端末経由で

Eコマースが行われた割合

図表2-4 類型別世帯数

（備考）総務省「国勢調査」、「労働力調査」

図表2-5 EC利用状況

（世帯構成人数別）
図表2-6 EC利用状況

（年齢別）

（備考2-5,2-6）1.総務省

「通信利用動向調査」

2.過去1年間のEC利用率と平均購入額、2010年時点
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３.　わが国におけるEコマース市場拡大の背景（２）
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図表3-3 コンビニ・ネットスーパー

宅配市場規模
図表3-2 取扱品目拡大

（アマゾンジャパン）

図表3-1 EC事業への参入状況

余白：上

・購入先や購入品目等の選択肢の拡大も、Eコマース市場の拡大に寄与しているものと考えられる。90年代後

半から2000年代前半にかけて、主な小売事業者がEコマース事業に乗り出すとともに、Eコマース専業事業

者が日本での営業を開始しており、2000年に日本市場に参入したアマゾンは、取扱品目の幅を順次拡大し

てきている（図表3-1、3-2）。

・また、近年、小売事業者各社は、ネットスーパー事業を積極的に展開しており、ネットスーパーの市場規

模は、06年以降大きく成長している（図表3-3）。

・さらに、近年、各社は、配送時間の短縮や配送料の軽減・無料化を進めており、消費者にとっての利便性

や利用価値が拡大していることも、Eコマース市場の拡大に寄与しているものと考えられる（図表3-4）。

・市場の拡大に合わせて、消費者の意識も変化している。Eコマースを利用しない理由を見ると、「興味がな

い」、「商品を見てから購入したい」と回答する割合は依然として大きいが、一方で、「支払方法、個人

情報の取扱、商品の受け取りに不安がある」と回答する割合は減少してきており、消費者の不安や抵抗感

が低下してきていることがうかがえる（図表3-5）。

・このような様々な背景により、わが国におけるEコマース市場は拡大を続けているが、次頁では、Eコマー

ス市場の拡大が物流に及ぼす影響を考察するべく、日本に比べてEコマースの浸透が進んでいる英米の動向

について、みていくこととしたい。

今月のトピックス No.191-3（2013年3月21日）

（備考3-1,3-2）各種資料より作成
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（2011年4月現在）、 企業売上高ベース
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ストアやスーパー・量販店がインターネット

で注文を受け、主に個人宅まで注文した店

頭商品を届ける宅配サービスを指す。本調査

の対象は日用品、雑貨を除く食品群のみ。図表3-4 配送サービスの拡充

（備考）各種資料より作成

図表3-5 Eコマースを利用しない理由

（備考）経済産業省「電子商取引に関する市場調査」

年 月 企業名 EC事業

8 ヤマダ電機 ネット通販開始

10 紀伊國屋書店

12 伊勢丹 ネット通販開始

5 楽天 「楽天市場」開設

6 高島屋 「タカシマヤ・バーチャルモール」開設

7 ヨドバシカメラ 「yodobashi.com」開設

99 9 ヤフージャパン 「Yahoo!ショッピング」開設

3 東急百貨店 新物販サイト「e109」開設

5 西友 ネットスーパー事業開始

10 ファーストリテイリング ネット通販開始

イオン ネット通販事業本格実施

アマゾンジャパン 日本向けサービスを開設

3 セブン＆アイ 「アイワイネット（ネットスーパー）」開設

04 12 スタートトゥデイ 「ZOZO TOWN」開設
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４.　Eコマース市場の拡大が物流に与える影響（英米の状況）

（備考4-2～4-4）各種資料、ヒアリングより作成

図4-6 物流施設平均面積

（amazon）

図表4-2 物流体制の構築

・拡大が続く国内Eコマース市場であるが、英国や米国では、日本よりも先行してEコマース市場が拡大して

おり、リアル店舗を持つ小売事業者の物流体制に変化をもたらしている（図表4-1）。当初は、既存店舗か

らEコマース商品の発送を行っていた英国の大手スーパーTESCOやASDAなどでは、Eコマース事業の拡大

を受け、オンラインオーダー専用の疑似店舗であるDark Storeを設置し、従業員がDark Store内の商品を

ピックアップして配送を行う物流体制に切り替えている。また、英国のMarks＆Spencerや米国のMacy'sな

ど、Eコマース事業へのコミットメント度合いがより高い事業者は、さらに一歩進み、Eコマース専用の大

規模な物流施設の開設を進めている(図表4-2)。

・Eコマースの物流では、多種にわたる商品を迅速に消費者の元へ配送することが必要となり、多頻度で、迅

速な小口配送が求められる。このため、Eコマース向けの物流施設には、ランプウェイをはじめとする迅速

な配送を可能とする設備の設置や、仕分けや配送業務に従事する大量の人員の確保に向けた労働環境の整

備といった、従来の商品保管型の倉庫とは異なる専用の大規模な施設が必要となる（図表4-3）。

・英米の小売各社は、足元でこのようなEコマース向けの大規模な物流拠点を相次いで新設しているほか、E

コマース専業であるamazonも、平均面積で5万㎡を超える大型物流施設を年間20ヵ所程度新設している。ま

た、英国においては、今後2年間で新設される物流施設のうち、４～６割がEコマース関連の需要と見込ま

れており、Eコマースが物流施設需要を牽引している状況である(図表4-4～4-7)。

・このように、英米では、Eコマース事業の拡大に伴い、Eコマースに適した大規模な物流施設の新設が必要

な状況となっており、わが国においても、Eコマース市場の一層の拡大に伴い、今後こうした大規模物流施

設に対する需要が高まっていくものと思われる。

今月のトピックス No.191-4（2013年3月21日）

図表4-3 Eコマース向け

図表4-4 物流施設新設動向 図4-5 物流施設開発動向

（amazon）

図表4-7 英国の物流施設

リースに占める

Eコマースの割合

（備考）CBRE LONDON 資料（備考4-5,4-6）Kantar Retail資料

EC専用の

物流施設
Dark 
Store

大

AMAZON

Marks & 
Spencer

Macy’s

Kohl’s

Toy”R”Us

SAKS

既存店舗か

らの発送

Eコマース事業に対するコミットメント小

TESCO

ASDA

Sainsbury’s

Safeway

Waitrose

TESCO

ASDA

Waitrose

Wal-Mart Peapod

Wareroom

交通機関へのアクセスが容易な立地

整った労働環境（エアコン・付帯設備等）

十分な数の従業員駐車場

十分な数のトラック・トレーラーのドック

多数の車両が乗り付けやすい構造
（保管型ではなく、通過型の作り）
（ランプウェイ、乗り付け口の数など）

多階層構造ではなく、水平方向に広い作り

柱の数や通路が広い造り
（大型のマテハンやロボットの設置の
しやすさ）

高度なオートメーション化

航空/海上/陸上輸送のハブに隣接

波動への対応 ハイパワーな電力供給

急速な成長可能性 施設の拡張余地

大量の人員が必要

店舗向けDCの3～5倍
典型的には300人以上

多頻度・小口配送

効率性・迅速性

小売事業者 時期
規模

（万㎡）
従業員数 備考

Asda 10年8月 N.A. 300
2ヵ所目のDarkstore
12年末～13年頭に3ヵ所目を開設予定

Waitrose 11年10月 0.3 200
初のDarkstore
追加2ヵ所の候補地を検討中

Tesco 11年 1.1 700
4ヵ所目のDarkStore
13年にかけて2ヵ所追加予定

John Lewis 09年 6.8 N.A. EC専用施設新設

Toys"R"Us 11年7月 2.8 350 EC専用施設新設

11年7月 5.6 200

12年夏 8.8 400

Macy's 11年秋 ＋3.5 ＋250 既存施設をEC対応のため拡張

Macy's
Bloomingdale 's

12年7月 12.1 1,200 EC専用施設新設

Saks 12年9月 5.2 250 EC専用施設新設

Ocado 12年9月 3.3 2,000 2ヵ所目のEC専用施設新設

Marks & Spencer 13年初 8.4 1,000 EC専用施設新設

Kohl's EC専用施設新設
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（備考）1．米国商務省国勢調査局、

英国国立統計局、経済産業省

「電子商取引に関する市場調査」

から作成

2. 英国はサービスを含まず

図表4-1 各国 EC化率

（小売・サービス）

（箇所）



５. わが国における大規模物流施設の需給動向

図表5-3 大規模物流施設開発事業への取組状況図表5-1 大規模物流施設空室率

・冒頭でも述べたとおり、実際、わが国においても、Eコマース市場の拡大などを受け、大規模物流施設の新

設の動きが拡大している。足元の利用状況を見ると、マルチテナント型と呼ばれる賃貸型物流施設の空室

率は低下傾向にあり、拡大する供給量を旺盛な需要が上回る状況が続いている（図表5-1）。

・また、このような大規模物流施設がわが国の物流施設ストック全体に占める割合は、全国の総ストックの

２％程度、開発の進んでいる首都圏でも６％程度に留まっており、今後の開発余地は依然として大きい

（図表5-2）。こうした大規模物流施設の開発用地としては、近年、工場跡地等を活用するケースが多くみ

られ、足元では、過去5年間に全国で毎年平均160万㎡程度、首都圏でも30万㎡程度の工場跡地が新規に供

給されている。

・一方、市場の拡大を見越し、三井不動産や三菱地所等の大手不動産企業が物流施設開発事業に参入するな

ど、近年、各社の開発が活発化しているほか、足元では物流施設を主な投資対象とするREITの新規上場が

相次いでいる。REITが物件取得を行うことにより、大規模物流施設の流動性が高まり、開発が一層進むこ

とが見込まれるが、供給増加により今後の需給悪化を懸念する声もある（図表5-3）。

・一定の前提の下で試算を行い、足元の需給動向を確認すると、2012年～13年の2年間に、計94万㎡程度のE

コマース向け大規模物流施設の新規供給が見込まれる。これに対し、同期間の新規需要量は計90万㎡程度

となり、２年間の需給は概ね一致する（図表5-4）。

・また、2014年～17年の４年間のEコマース向け新規需要は年平均60万㎡程度と試算される。全体の需要の４

割程度をEコマース向け需要が占めると想定すれば、大規模物流施設全体では、年間150万㎡程度の新規需

要となるが、過去に大量供給が続いた05～09年の年平均供給量が年間145万㎡程度であることを鑑みれば、

当面の間、需給環境が大きく悪化する可能性は低いものと思料される。

・わが国Eコマース市場が引き続き成長していくことが見込まれる中、リアル店舗を持つ小売事業者やEコ

マース専業事業者によるEコマース事業の拡大に伴い、Eコマースに対応した大規模物流施設に対する一定

規模の需要は、今後も継続していくことが見込まれる。

[産業調査部 代永 博]
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図表5-2 国内物流施設ストック

に占める割合

（備考）1. 総務省「固定資産の価格等の概要調書」、

国土交通省「建築着工統計」等より作成

2. 築浅・大型物件は2012年竣工分まで集計

（備考）各種資料より作成

図表5-4 Eコマース向け大規模物流施設（全国）の需要予測
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首都圏の築浅・大型物件

650万㎡

（首都圏総ストックの約6%）

年 月 企業名 事項 内容

11 4 三菱地所 物流施設開発事業に参入 三井物産とSPCを設立し、物流施設開発事業に参入

12 1 オリックス不動産 物流施設に積極投資
2013年3月期中に、首都圏など三大都市圏
を中心に4～5カ所の物流施設を開設

12 冬 大和ハウス 物流施設開発
今後2～3年で約600億円を投じ、
全国の大都市周辺に大型物流施設を6～7棟建設

13 春 三井不動産 物流施設開発に本格参入
2017年度までの6年間に2,000億円を投じ、
三大都市圏を中心に約20棟を建設

11 大和ハウスリート投資法人 REITの新規上場 物流施設19物件を約900億円で取得

12 GLP投資法人 REITの新規上場 物流施設30物件を約2,000億円で取得

13 2 日本プロロジスリート投資法人 REITの新規上場 物流施設12物件を約1,700億円で取得
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4年間平均58.5万㎡

（備考）1.CBRE「Japan Industrial＆Logistics

Market View」より作成

2.延床面積10,000坪以上のﾏﾙﾁﾃﾅﾝﾄ型

施設の全体空室率

（試算前提）

1.Eコマース市場の成長率：年率９％（図表1-5記載の３機関予測値の平均）

2.12年･13年の新規供給量：DBJによる集計値×40％（Eコマース用途）

3.新規需要量:各年のEコマース市場の拡大額とamazon.comのビジネスモデルに

基づき試算

（備考）amazon.com annual report等より試算
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